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第１ 業務に関する事項 

１ 業務内容に関する事項 

(1) 業務名称 

（仮称）大和川上流・宇陀川流域下水道（第二処理区）「水の官民連携」包括業務委託 

 

(2) 本業務の対象となる公共施設 

本業務の対象施設は、次のとおりとする。 

 第二浄化センター（スポーツ広場を除く） 

 管路施設（管渠、マンホール、マンホール蓋） 

なお、詳細は要求水準書（素案）に示す。 

 

(3) 公共施設の管理者の名称 

奈良県知事 山下 真 

 

(4) 業務の目的 

（仮称）大和川上流・宇陀川流域下水道（第二処理区）「水の官民連携」包括業務（以下、「本業

務」という。）は、奈良県（以下、「県」という。）が実施する流域下水道事業のうち、大和川上流・

宇陀川流域下水道事業（第二処理区）（以下、「第二処理区」という）の下水道施設である第二浄化

センター及び管路施設（以下、「本件施設」という。）の運転維持管理に加え、流域下水道事業に係

る各種計画策定等を包括的に発注することで、民間事業者（以下、「事業者」という。）の創意工夫

を促すとともに、経済原理に基づく経営手法を活かし、より効率的な事業運営等が実現できるよ

う、県と事業者との連携により、専門的な技術と知識を継承し、将来にわたり安定的に下水道事業

を継続することを目的とする。 

なお、本業務は、下記の要件を充足する「水の官民連携（ウォーターPPP）」の管理・更新一体

マネジメント方式（レベル３.５）更新支援型の枠組みに沿って実施する。 

 

① 長期契約（10年間） 

② 性能発注 

③ 維持管理と更新の一体マネジメント 

④ プロフィットシェア 
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図 １-１ 業務対象範囲 
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図 １-２ 第二浄化センター施設配置図（赤枠内が本業務の対象施設） 
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(5) 業務の内容 

① 業務概要 

統括マネジメント業務、運転管理業務、管路施設維持管理業務、更新計画策定業務、その他の

業務を行う。 

各業務の詳細については要求水準書（素案）に示す。 

 

② 業務方式 

管理･更新一体マネジメント方式レベル３.５（更新支援型）により実施する。 

 

③ 業務期間 

本業務の業務期間は、令和 10 年４月１日から令和 20 年３月 31 日までとし、契約書及びその

他関係書類（要求水準書及び提案書等）に従い業務を実施する。 

ただし、契約締結日の翌日から令和 10 年３月 31 日までの期間は、移行期間（業務準備期間）

とし、事業者は県又は県の指定する者より業務の引継ぎを受け、業務の習熟に努めるものとす

る。なお、業務引継に要する費用は、事業者の負担とする。 

 

(6) 業務範囲 

本業務の対象範囲は、以下のとおりとする。 

 

① 統括マネジメント業務 

ア 実施体制の構築 

イ 統括管理責任者の配置 

ウ 業務責任者等の配置 

エ 事業実施計画の作成 

オ セルフモニタリング 

カ 情報管理 

キ 工事等への協力 

 

② 運転管理業務 

ア 運転操作監視 

イ 保守・点検整備 

ウ 保守点検（土木・建築構造物） 

エ 台帳整備 

オ 水量管理 

カ 水質管理 

キ 水質試験 
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ク 汚泥管理 

ケ 廃棄物管理 

コ 修繕 

サ 調達管理 

シ 電力管理 

ス 保安管理 

セ 臭気管理及び生活環境保全 

ソ 環境整備 

タ 水質試験室の維持管理 

チ 見学者対応業務 

ツ その他業務 

 

③ 管路施設維持管理業務 

ア 巡視・点検 

イ 管内・人孔内調査 

ウ 要対策損傷の報告及び対応方針の協議 

エ 修繕 

オ 性能発注への移行 

カ 台帳整備 

キ 官公署等への手続 

ク 周辺住民等への対応 

 

④ 更新計画策定業務 

 

⑤ その他業務 

ア 地下埋設物協議 

イ 住民対応 

ウ 環境保全協議会 

エ 省エネ法の報告、省エネ（小）委員会 

オ 安全協議会 

カ 関係法令の基づく届出等 

キ 人材育成 

ク 産官学連携 

ケ 広報・教育 
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(7) 委託費 

県は、本業務の実施に要する費用について、業務委託契約書に定める委託費を、業務委託契約締結

後から業務期間終了時までの間に支払う。委託費は統括マネジメント業務、運転管理業務、管路施設

維持管理業務、更新計画策定業務、その他の業務の費用からなる。 

 

(8) 本業務に必要となるユーティリティ等の費用負担 

本業務に必要となるユーティリティのうち、水道、ガス、通信（電話回線）、燃料、薬品類・そ

の他消耗品、資材に係る費用は、サービス対価に含むものとする。 

なお、本業務において必要な電力に係る費用及び通信費（運転管理用の通信機）は、県が電力供

給会社及び通信会社と契約を結び、県が直接支払う。 

 

(9) プロフィットシェア 

本業務の実施にあたり、ライフサイクルコスト縮減の提案促進を図るため、プロフィットシェア

の仕組みを導入する。 

契約時に積算した維持管理費に対して、事業者の企業努力や新技術導入に基づくコスト縮減が認

められた部分をプロフィットシェアの対象とし、コスト縮減分を県と事業者で分配する。コスト縮

減分の分配額や分配の手法については、県と事業者が協議し、双方が合意の上で確定する。 

なお、リスク分担表に記載されている内容に起因する委託費増減が発生した場合については、プ

ロフィットシェアの対象外とする。 

 

(10) 業務スケジュール（予定） 

基本協定締結 令和９年 10 月 

契約締結 令和９年 12 月 

業務準備期間 契約締結の翌日～令和 10 年３月 

履行期間 令和 10 年４月１日から令和 20 年３月 31 日 

業務引継ぎ期間 令和 20 年１月～令和 20 年３月 

契約終了日 令和 20 年３月 31 日 

 

(11) 遵守すべき法制度等 

本業務の実施に当たっては、関連法令（当該法律の施行令及び施行規則等の政令、省令等を含

む。）を遵守するとともに、関連する要綱・基準等（最新版）に準拠すること。 

詳細な法令等については、要求水準書（素案）を参照すること。 
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第２ 事業者の募集及び選定に関する事項 

１ 事業者の募集及び選定方法 

本業務は、事業者の幅広い能力・ノウハウを総合的に評価して選定することが必要であることか

ら、競争性の担保及び透明性・公平性の確保に配慮した上で、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第

16 号）第 167 条の 10 の２第３項に基づく、総合評価一般競争入札方式を採用する。 

なお、本業務は WTO 政府調達協定（平成６年４月 15 日マラケシュで作成された政府調達に関す

る協定）の対象であり、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第 372 号）が適用される。 

 

２ 募集及び選定の手順 

(1) スケジュール 

事業者の募集及び選定スケジュール（予定）は、次のとおりとする。 

日  程 内  容 

令和８年９月 14 日（月） 実施方針（案）等の公表 

令和８年 10 月 13 日（火） 実施方針（案）等に関する質問・意見受付締切 

令和８年 10 月 26 日（月） 実施方針（案）等に関する個別対話受付締切 

令和８年 11 月上旬（予定） 実施方針（案）等に関する質問・意見への回答の公表 

令和８年 11 月 11 日（水）、

12 日（木） 

実施方針（案）等に関する個別対話 

令和８年 12 月上旬（予定） 実施方針（案）等に関する個別対話結果の公表 

令和８年 12 月下旬（予定） 実施方針等の公表 

令和９年 1 月下旬 実施方針等に関する質問・意見受付締切 

令和９年 2 月下旬 実施方針等に関する質問・意見への回答公表 

令和９年３月下旬 入札の公告、入札説明書等の公表 

令和９年４月上旬 入札説明書等に関する事業者説明会及び現地見学会 

令和９年４月下旬 入札説明書等に関する質問受付締切 

令和９年５月下旬 入札説明書等に関する質問の回答公表 

令和９年６月上旬 入札説明書等に関する個別対話 

令和９年６月下旬 入札説明書等に関する個別対話結果公表 

令和９年６月下旬 入札参加表明書、資格審査書類の受付締切 

令和９年７月上旬 資格審査結果の通知 

令和９年７月下旬 入札及び提案に係る書類の受付締切 

令和９年 10 月頃 落札者の決定及び公表 

令和９年 10 月頃 基本協定の締結 

令和９年 12 月頃 業務委託契約の締結 
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(2) 募集手続等 

① 実施方針（案）等の公表 

実施方針（案）及び要求水準書（素案）を、令和８年９月 14 日（月）に、奈良県ホームペー

ジにおいて公表する。 

 

② 実施方針（案）等に関する質問及び意見の受付 

本業務の入札参加を予定している者に対し、実施方針（案）等に関する質問及び意見を、以下

のとおり受け付ける。 

ア 受付期間：実施方針（案）等公表の日～令和８年 10 月 13 日（火）17 時まで 

イ 受付方法：「様式１ 実施方針（案）等に関する質問及び意見書」に必要事項を記載の上、

「第７ ３ 問合せ先」に記載の担当窓口に電子メールにより提出すること。なお、電子メ

ール送信後、速やかに電話により送付した旨を連絡すること。 

 

③ 実施方針（案）等に関する質問及び意見への回答の公表 

実施方針（案）等に関する質問及び意見への回答を令和８年 11 月上旬頃（予定）までに奈良

県ホームページにおいて公表する。なお、提出された質問及び意見への回答は、質問者及び意見

者の特殊な技術、ノウハウ等に係るもので、当該質問者及び意見者の権利、競争上の地位その他

正当な利益を害するおそれのあると認められるものを除き公表する。 

 

④ 実施方針（案）等に関する個別対話の実施 

本業務の入札参加を予定している者の意見を聴取し、必要に応じて実施方針（案）に反映する

ことを目的として、個別対話を実施する。 

実施方針（案）等に関する個別対話は、以下の予定で実施する。 

ア 開催日時：令和８年 11 月 11 日（水）、12 日（木） 

イ 開催場所：個別対話参加者に別途通知する 

ウ 参加資格：本業務に参加を予定している者とし、１社の参加人数は５名以内とする。なお、

入札参加グループの組成を予定している複数者出席することも可とし、この場合の参加人

数は合計で 10 名以内とする。 

エ 申込期間：実施方針（案）公表の日～令和８年 10 月 26 日（月）17 時まで 

オ 申込方法：「様式２ 実施方針（案）等に関する個別対話参加申込書及び個別対話の議題」

に必要事項を記載の上、上記期日までに、「第７ ３ 問合せ先」に記載の担当窓口に電子

メールにより提出すること。なお、電子メール送信後、速やかに電話により送付した旨を連

絡すること。 
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⑤ 実施方針（案）等に関する個別対話結果の公表 

実施方針（案）等に関する個別対話結果の回答を令和８年 12 月上旬頃（予定）までに奈良県

ホームページにおいて公表する。なお、個別対話の内容は、個別対話の参加者の特殊な技術、ノ

ウハウ等に係るもので、当該参加者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあ

ると認められるものを除き公表する。 

 

⑥ 実施方針等の公表 

実施方針及び要求水準書（案）を、令和８年 12 月下旬頃（予定）に、奈良県ホームページに

おいて公表する。 

 

⑦ 入札の公告、入札説明書等の公表 

令和９年３月頃（予定）に、入札の公告を行い、入札説明書等を奈良県ホームページ上で公表

する。 

 

⑧ 入札参加表明書及び資格審査書類の受付及び資格審査結果の通知 

本業務への入札参加表明書及び資格審査書類を令和９年６月下旬頃（予定）に受け付ける。審

査結果の通知については、令和９年７月上旬頃（予定）を予定する。入札参加表明書及び資格審

査書類の提出及び審査結果の通知方法については、入札説明書等において示す。 

 

⑨ 入札及び提案に係る書類の受付 

本業務に関する入札書類及び事業計画等の提案内容を記載した提案書類を令和９年７月下旬

頃（予定）に受け付ける。入札の場所及び提案に必要な書類は、入札説明書等において示す。 

 

(3) 落札者の決定及び公表 

令和９年 10 月頃（予定）に落札者を決定し、奈良県ホームページ上で公表する。 

 

(4) 落札者を決定しない場合 

落札者の決定を行わなかった場合、その旨を速やかに奈良県ホームページ上で公表する。 
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３ 入札参加者の備えるべき参加資格要件 

(1) 入札参加者の構成等 

① 共通 

ア 入札参加者は、単独企業（以下「入札参加企業」という。）又は統括マネジメント企業、

運転管理企業、管路施設維持管理企業、更新計画策定企業、その他の業務を行う企業の役割

を担う企業から構成されるグループ（以下「入札参加グループ」という。）とする。入札参

加グループを構成する企業数の上限は任意であり、１つの企業で複数の業務を兼ねること

ができるものとする。 

イ 入札参加グループで応募する場合は、入札参加グループを構成する企業（以下「構成企業」

という。）の中から代表となる企業１社（以下「代表企業」という。）を定めるものとする。 

ウ 入札参加グループで応募する場合、構成企業数の上限は任意とするが、本業務の実施に関

して各々の構成企業が適切な役割を担う必要がある。各々の構成企業が携わる業務につい

て明らかにするものとする。 

エ 入札参加グループの構成企業は、入札参加企業及び他の入札参加グループの構成企業に

なることはできない。 

オ 入札参加グループの場合、特別目的会社（以下「SPC」という。）又は共同企業体（以下

「JV」という。）の設立を求める。 

 

(2) 業務実施企業の参加資格要件 

入札参加企業または入札参加グループの代表企業、構成企業は、奈良県競争入札参加資格者名簿

に登録があり、本業務を適切に実施できる技術・知識及び能力・実績・資金・信用等を備えた企業

でなければならない。 

また、入札参加企業または入札参加グループの代表企業、構成企業のうち、統括マネジメント業

務、運転管理業務、管路施設維持管理業務、更新計画策定業務及びその他の業務を行う者は、それ

ぞれ以下に示す①、②、③、④及び⑤の要件を満たさなければならない。 

 

① 統括マネジメント業務を行う者 

次に掲げる要件に該当すること。入札参加表明時点で、奈良県物品購入等競争入札参加資格審

査名簿に登録があること。 

ア 統括管理責任者として要求水準書（素案）別紙２－２に示す資格を有する者を配置するこ

と。なお、配置技術者は、入札参加表明書提出の日以前から統括マネジメント業務を行う者

と直接的雇用関係にある者とすること。 

 

② 運転管理業務を行う者 

次に掲げる要件に該当すること。入札参加表明時点で、奈良県物品購入等競争入札参加資格審

査名簿に登録があること。 
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ア 下水道処理施設維持管理業者登録規程（昭和 62 年建設省告示第 1348 号）第２条第１項

に規定する下水道処理施設維持管理業者登録簿に登録があること。 

イ 平成 28 年４月１日以降に完了した、下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）に基づく最大処

理能力 10 万 m3/日以上の終末処理場において、同一終末処理場で２年以上継続して水処理

から汚泥処理まで一貫した運転管理業務の元請実績（共同企業体としての実績の場合は、代

表者として受託したものは出資比率が 20％以上、その他の構成員として受託したものは出

資比率が 10％以上のものに限る）を有すること。 

ウ 運転管理業務責任者、電気主任者、水質主任者、水処理主任者、汚泥処理主任者として要

求水準書（素案）別紙２－２に示す資格を有する者を配置すること。また、要求水準書（素

案）別紙２－３に示す必要な有資格者を配置すること。なお、配置技術者は、入札参加表明

書提出の日以前から運転管理業務を行う者と直接的雇用関係にある者とすること。 

 

③ 管路施設維持管理業務を行う者 

次に掲げる要件に該当すること。入札参加表明時点で、奈良県物品購入等競争入札参加資格審

査名簿に登録があること。 

ア 平成 28 年４月１日以降に完了した、国､地方公共団体又はこれらに準ずる機関（公団､公

社､事業団等）が発注した下水道管渠調査業務を元請として完了した実績を有すること。 

イ 管路施設維持管理業務責任者として公益社団法人日本下水道管路管理業協会が認める

「下水道管路管理総合技士」又は「下水道管路管理主任技士」の資格を有するものを配置す

ること。なお、配置技術者は、入札参加表明書提出の日以前から管路施設維持管理業務を行

う者と直接的雇用関係にある者とすること。 

 

④ 更新計画策定業務を行う者 

次に掲げる要件に該当すること。入札参加表明時点で、奈良県物品購入等競争入札参加資格審

査名簿に登録があること。 

ア 奈良県建設工事等入札参加資格業者名簿のうち建設コンサルタント（下水道）に登録があ

ること。 

イ 平成 28 年４月１日以降に完了した流域下水道の「ストックマネジメント計画」業務の元

請実績（都道府県が発注したもの）を有すること。 

ウ 更新計画策定業務責任者として、技術士上下水道部門（選択科目「下水道」）、総合技術管

理部門（選択科目「上下水道－下水道」）、RCCM（下水道部門）または建設コンサルタント

登録規定第３条１号ロに該当する者（下水道）のいずれかの資格を有する者を配置すること。

なお、配置技術者は、入札参加表明書提出の日以前から更新計画策定業務を行う者と直接的

雇用関係にある者とすること。 
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⑤ その他業務を行う者 

入札参加表明時点で、奈良県物品購入等競争入札参加資格審査名簿に登録があること。 

 

 

(3) 入札参加者の制限 

以下のいずれかに該当する者は、入札参加者となることはできない。 

① 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する者。 

② 入札参加表明書及び参加資格確認に必要な書類の提出期限から事業者の選定が終了するま

での期間に、「奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止等措置要領」（令和７年６月１日

施行）による指名停止を受けている者。 

③ 会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 511 条の規定による特別清算開始の申立てがなされて

いる者。 

④ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第１項又は第２項の規定による更生手続開

始の申立てをしている者又は更生手続開始の申立てをなされている者。ただし、同法第 41

条第１項の更生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る同法第 199 条第１項の更生計

画の認可の決定があった場合又はその者の一般競争入札参加資格の再認定がなされた場合

を除く。 

⑤ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条の第１項又は第２項の規定による再生手続

開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者。ただし、同法第 33 条第１項の再

生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る同法第 174 条第１項の再生計画認可の決定

が確定した場合を除く。 

⑥ 破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条又は第 19 条の規定による破産の申立てがなされ

ている者。 

⑦ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号）に違反し、公

正取引委員会から排除措置等の命令を受けている者。 

⑧ 本業務に係るアドバイザリー業務に関与した者又はこれらの者と資本面若しくは人事面に

おいて関連がある者。 

本業務に係るアドバイザリー業務に関与した者とは、以下のとおりである。 

・ 株式会社 建設技術研究所 

・ 鈴木法律事務所 

・ 株式会社 学校文化施設研究所 

⑨ 奈良県流域下水道事業管理・更新一体マネジメント方式事業者選定委員会（以下「審査委員

会」という。）の委員と資本面又は人事面において関連がある者。なお、実施方針の公表日

以降に、本業務に関わって、当該委員に接触を試みた者は、入札参加資格を失うものとする。 

⑩ 法人税、消費税、地方消費税、県税及び法人住民税を滞納している者。 

⑪ 入札参加者及び協力企業のいずれかで、他の入札参加者として参加している者。ただし、県
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が事業者との基本協定書を締結後、選定されなかった他の入札参加者が、事業者の業務等を

支援し、及び協力することは可能である。 

⑫ 奈良県暴力団排除条例（平成 23 年奈良県条例第 35 号）に規定する暴力団員等及び暴力団

員等との関係を有している者。 

 

(4) 特別目的会社（SPC）等の設立等 

入札参加者は、本業務の落札者として決定された場合、必要に応じて SPC や JV を設立するも

のとする。 

なお、SPC を設立する場合、会社法（平成 17 年法律第 86 号）に定める株式会社として本業務

を実施する SPC を奈良県内に設立することとができる。なお、業務予定地内に設立することは不

可とする。また、代表企業は必ず SPC に出資し、出資者中最大の出資割合を負担するものとする。

代表企業及び構成企業以外の者がSPCの出資者になることは可能であるが、全業務期間を通じて、

当該出資者の出資比率は出資額全体の 50％未満とする。 

SPC の株式については、事前に書面により県の承諾を得た場合、譲渡、担保権等の設定その他

の処分を行うことができる。 

 

(5) 入札参加資格要件の確認基準日 

入札参加資格要件の確認基準日は、入札参加表明書及び資格審査書類を受付した日とする。ただ

し、参加資格を確認後、落札者決定の日までの間に、代表企業が参加資格要件を欠くこととなった

場合には、失格とする。また、業務委託契約締結日までの間に、代表企業が資格要件を欠くことと

なった場合には、業務委託契約を締結しないこととする。 

 

(6) 入札参加者及び協力企業の変更 

代表企業及び構成企業の変更は認めないが、協力企業については、資格・能力等の面で支障がな

いと県が判断した場合には、追加及び変更を可能とする。 
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４ 提案書類の取扱い 

(1) 著作権 

提案書の著作権は、入札参加者に帰属する。ただし、本業務において公表等が必要と認めるとき

は、県は提案書の全部又は一部を使用できるものとする。 

また、契約に至らなかった入札参加者の提案については、県が落札者を決定する過程等を説明す

る以外の目的には使用しないものとする。 

 

(2) 特許権等 

提案の中で特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基づいて保護されている権

利の対象となっている工事材料、施工方法、維持管理方法等を使用することとしている場合、これ

らの使用により生じる責任は、原則として入札参加者が負うものとする。 

 

 

５ 審査及び選定に関する事項 

(1) 審査に関する基本的な考え方 

評価に際しては、学識経験者等で構成する「奈良県流域下水道事業管理・更新一体マネジメント

方式事業者選定委員会」が評価する。 

県は、専門的見地等に基づく評価意見を審査委員会から聴取し、提案審査等を行う。 

審査委員会の委員は、次のとおりである。 

 

【審査委員会 委員】 

（敬称略）   

氏名 所属 

足立 泰美（委員長） 甲南大学経済学部教授 

鍬田 泰子 神戸大学大学院工学研究科教授 

佐藤 圭輔 立命館大学理工学部准教授 

塩田 千恵子 プログレ法律特許事務所 弁護士 

 

 

(2) 審査手順に関する事項 

審査は、県が資格審査と提案審査に分けて実施する。 

提案審査においては、価格その他の要素を総合的に評価し、総合評価一般競争入札方式により落

札者を決定する。 
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(3) 落札者の決定 

選定委員会は入札参加者からの提案書類を審査し、最も優れていると認めた入札参加者を最優

秀提案者として選定し、県は選定委員会の結果を踏まえ、落札者を決定する。 

 

(4) 審査結果の公表方法 

審査の結果は、奈良県ホームページで公表する。 
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第３ 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 

１ 責任分担に関する基本的な考え方 

本業務は、適正にリスクを分担することにより、より低廉で質の高いサービスの提供を目指す。事

業者の担当する業務については、事業者が責任をもって遂行し、各業務の履行に伴い発生するリス

クについては事業者が責任をもって対応するものとする。また、リスク発生による影響についても、

事業者の負担で対応するものとする。ただし、事業者のみでは対応することが難しいと認められる

リスク及び県が対応すべきと認められるリスクについては、県が責任の一部又は全部を負担するこ

ととする。 

 

２ 予想されるリスクと責任分担 

県と事業者のリスク分担の考え方は、資料１に示す「リスク分担表」のとおりであるが、民間事業

者からの意見を踏まえた上で、入札説明書等の中で改めて示す。 

 

３ 事業者による業務の実施状況及びモニタリング 

(1) モニタリングの実施 

本業務の目的を達成するために、事業者が定められた業務を確実に遂行し、要求水準書及び提案

内容に示されたサービス水準を達成しているか否か確認するため、県でモニタリングを行う。 

 

(2) モニタリングの時期 

県が行うモニタリングは、本事業の業務期間において実施する。 

 

(3) モニタリングの方法 

モニタリングは、県が提示した方法に従って県が実施する。事業者は、県からの求めに応じて、

モニタリングのために必要な資料等を提出するものとする。 

 

(4) モニタリングの結果 

モニタリングの結果は、県から事業者に対して支払われるサービスの対価の算定等に反映され、

要求水準書及び提案内容等に示された水準を下回る場合には、サービスの対価の支払の延期や減

額のほか、改善勧告、契約解除等の措置の対象となる。 
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第４ 業務委託契約の解釈について疑義が生じた場合における措置に関する事項 

業務委託契約の解釈について疑義が生じた場合、県と事業者は誠意をもって協議するものとし、

一定期間内に協議が整わない場合には、業務委託契約に定める具体的措置を行うこととする。 

また、業務委託契約に関する紛争については、奈良地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。 

 

第５ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

本事業において、事業の履行が困難となった場合には、次の措置をとることとする。 

 

１ 事業者の責めに帰すべき事由により本事業の継続が困難となった場合 

① 事業者の責めに帰すべき事由により、事業の継続が困難となった場合又はその懸念が生じ

た場合、県は、事業者に対して改善勧告を行い、一定期間内に改善策の提出と実施を求める

ことができる。事業者が当該期間内に正当な理由なく改善措置を講じない場合は、県は、業

務委託契約を解除することができる。 

② 事業者が倒産し、又は事業者の財務状況が著しく悪化し、その結果、本事業の継続が困難と

合理的に認められる場合、事業者は、業務委託契約を解除することができる。 

③ 前２号により業務委託契約が解除された場合、事業者は、県に生じた損害を賠償しなければ

ならない。 

 

２ 県の責めに帰すべき事由により本事業の継続が困難となった場合 

① 県の責めに帰すべき事由により事業の継続が困難となった場合、県は、業務委託契約を解除

することができる。 

② 前号により業務委託契約が解除された場合、県は、事業者に生じた損害を賠償しなければな

らない。 

 

３ 当事者の責めに帰すことのできない事由により本事業の継続が困難となった場合 

不可抗力その他県又は事業者の責めに帰すことのできない事由により本業務の継続が困難となっ

た場合、県及び事業者の双方は、本業務の継続の可否について協議する。一定の期間内に協議が整わ

ないときは、それぞれの相手方に、事前に書面でその旨を通知することにより、県又は事業者は、業

務委託契約を解除することができる。 
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第６ 法制上及び税制上の措置に関する事項 

１ 法制上の措置 

本業務に関する法制上の優遇措置等は想定していない。 

 

２ 税制上の措置 

本業務に関する税制上の優遇措置等は想定していない。 

 

 

第７ その他本業務の実施に関し必要な事項 

１ 入札に伴う費用負担 

入札に伴う費用は、すべて入札参加者の負担とする。 

 

２ 提案に関する条件 

(1) 業務の委託 

事業者は、第三者に業務を再委託する場合、事前に県の承諾を得なければならない。また、事業者

は、業務の一部を再委託する場合、再委託先の行為について一切の責任を負うものとする。 

 

３ 問合せ先 

本事業に関する問合せ先は、次のとおりとする。 
 

 

奈良県 県土マネジメント部 下水道マネジメント課 企画係 

 所在地：〒６３０－８５０１ 奈良県奈良市登大路町３０ 

 電話：０７４２－２７－７５２６（直通） 

 メールアドレス：gesui@office.pref.nara.lg.jp 

  HP アドレス：https://www.pref.nara.lg.jp/n140/p128000.html 
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資料１：リスク分担表 

区

分 
リスクの種類 リスク内容 

負担者 

県 事業者 

共 

通 

募集手続きリスク 実施要領等の記載の誤りや内容の変更によるもの 〇  

応募コストリスク 応募手続きに係るコストに関するもの  〇 

契約リスク 県の責めによる契約締結の遅延、締結不能 〇  

事業者の責めによる契約締結の遅延、締結不能  〇 

法令等の変更リス

ク 

本委託に直接関連する法令等の変更 ○  

本委託のみではなく、広く一般的に適用される法令等

の変更 
 ○ 

消費税制の変更に係る法令等の変更 ○  

許認可リスク 事業管理者として県が取得するべき許認可が遅延し

た場合 
〇  

事業者が取得するべき許認可の遅延  〇 

第三者賠償リスク 事業者が行う業務に起因するもののうち事業者の責

めによる事故、事業者の業務の不備に起因する事故な

どにより第三者に与えた損害 

 ○ 

上記以外のもの ○  

住民問題リスク 本委託業務を行政サービスとして実施することに関

する住民反対運動、訴訟 
○  

事業者の業務の不備に伴い生じる住民反対運動、訴訟  ○ 

環境保全リスク 事業者が行う業務に起因するもののうち事業者の責

めによる環境問題(周辺水域の水質悪化、騒音、振動、

異臭等) 

 ○ 

上記以外のもの ○  

委託業務中止・延期

に関するリスク 

県の指示、議会の不承認によるもの ○  

事業者の債務不履行によるもの  ○ 

事業者の業務放棄、破綻によるもの  ○ 

物価・金利変動リス

ク 

委託期間のインフレ・デフレ ○ 

※１ 

○ 

※１ 

資金調達リスク 業務履行に必要な資金の確保  〇 

情報漏洩リスク 県の責めによる個人情報や守秘義務情報等の外部流

出 
〇  

事業者の責めによる個人情報や守秘義務情報等の外

部流出 
 〇 

予算等に係る議会

リスク 

予算等の議決が得られない場合 
〇  
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区

分 
リスクの種類 リスク内容 

負担者 

県 事業者 

業務内容変更のリ

スク 

県による契約業務内容の変更 
〇  

不可抗力リスク 暴風、豪雨、土砂災害等の自然災害、及び騒乱、暴動、

その他の人為的事象等による委託業務の変更・中止・

延期 

○  

施 

設 

流入負荷の増大リ

スク 

想定外の流入量増大に起因する費用の増加 ○  

想定外の流入水質悪化に起因する費用の増加 ○  

突発修繕費の増大

リスク 

県の責めによる修繕費の増大 ○  

事業者の責めによる修繕費の増大  ○ 

施設損傷リスク 施設の劣化に対して、受託者が適切な維持管理業務を

実施しなかったことに起因する施設の損傷 
 ○ 

県の責めにより施設が損傷した場合 ○  

管 

路 

維持管理・修繕費用

増大リスク 

事業者の責めにより当初予定の維持管理費用や修繕

費用がオーバーする場合 
 〇 

県の要因による仕様変更等で、当初予定の維持管理費

用や修繕費用がオーバーする場合 
〇  

詰まりや苦情等の突発的な対応業務に係る費用が、発

注計画時想定以上に増加した場合 
〇 〇 

業務中の事故リス

ク 

事業者の責めにより、下水道施設や道路等のその他施

設を破損させた場合 
 〇 

事業者の責めによるものか明白でなく、下水道施設や

道路等のその他施設を破損させた場合 
〇 〇 

業務中に住民に障害を負わせる、または住宅等の財産

を破損させた場合 
 〇 

修 

繕 

改 

築 

計 

画 

策 

定 

調査リスク 県が実施した TVカメラ調査等に不備があった場合 〇  

事業者が実施した TV カメラ調査などに不備があった

場合 
 〇 

計画リスク 県が実施したストックマネジメント計画、改築基本設

計等に不備があった場合 
〇  

県の修繕改築計画の要求内容・条件の内容に不備があ

った場合 
〇  

事業者が実施した計画に不備があった場合  〇 

 

※１：本事業の契約書に定める範囲内の物価変動は事業者の負担、本事業の契約書に定める範囲を超え

る物価変動は本県の負担とすることを予定している。 

 


